
 
国民生活審議会消費者政策部会第２回ＷＧ＜第１ＷＧ＞議事要旨 

 

１．日 時 平成１８年５月２４日（水）１５：００～１８：００ 

２．場 所 中央合同庁舎第４号館共用第１特別会議室 

３．出席者 

（審議会）御船座長、東委員、大河内委員、品川委員、芝原委員、早川委員、渡邉委員 

（事務局）田口局長、堀田審議官、後藤総務課長、服部消費者企画課長、勝見消費者調整課長、

高根沢消費者情報室長、山崎補佐ほか 

（説明省庁等） 

別紙に記載 

 

（１）座長試案の説明 

各重点審議施策の審議に入る前、御船座長から、座長試案についての説明が行われた。 

 

（２）各重点審議施策の審議 

① リスクコミュニケーションへの消費者の参加促進〔施策１，２〕 

  品川委員から考え方の説明がなされるとともに、食品安全委員会、厚生労働省、農林水

産省の担当者を交えた議論が行われた。その際、主に以下の意見があった。 

○届けたい情報が届けられるべき者に届いていないのが大きな問題だ。ホームページに掲載

したとしても、本当に情報が必要な者はホームページは見ない。 

○様々な媒体を使って様々なＰＲをしても、重複している部分もかなりあると感じる。関係

省庁が協力してパンフレットを作ったり、ポータルサイトのようなものを作れば、予算も

節約できるのではないか。 

 

② 事業者から行政へ製品の危害・危険情報を報告させる仕組みの検討（消費生活用製品）〔施

策４〕 

大河内委員から考え方の説明がなされるとともに、経済産業省の担当者を交えた議論が行

われた。その際、主に以下の意見があった。 

○報告させる仕組みの検討については、医療機関、消防などを前面に出しているが、やはり

事業者、販売業者等からの報告をどう活用するかということを検討していただきたい。 

 

③ 内閣府・文部科学省間の連携の強化〔施策７〕 

内閣府、文部科学省の担当者を交えた議論が行われた。その際、主に以下の意見があっ

た。 

○内閣府・文部科学省間の連絡協議会は非常に効果的なものだと思うが、指導要領の中で教

科が決まっているとなかなか消費者教育は入ってこないので、むしろ総合的学習が有効な

方法だ。 

○消費者教育の体系化については、文科省との連携が不可欠だ。 
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④ 消費者教育の基盤整備（教材等の作成）〔施策９〕 

東委員から考え方の説明がなされるとともに、内閣府（消費者教育担当、経済教育担当）、

文部科学省、金融庁、総務省、法務省、経済産業省、環境省、国民生活センターの担当

者を交えた議論が行われた。その際、主に以下の意見があった。 

○各省庁では様々に工夫しながら消費者教育を行っているのがわかった。今後も引き続き、

内閣府が中心的な役割を果たしながら連携を図ってほしい。 

○各省庁での連携のもとで、抜け落ちる分野がないよう、全ての分野を網羅するように努

めてほしい。 

 

⑤ 環境情報の提供の充実〔施策１３，１６〕 

品川委員から考え方の説明がなされるとともに、経済産業省、環境省の担当者を交えた

議論が行われた。その際、主に以下の意見があった。 

○消費者が環境にやさしい行動をとろうと思っても、様々な環境ラベルがわかりにくいので

難しくなってしまう。様々なラベルについてわかりやすくする工夫をしてほしい。 

○環境ラベルについては、もっとわかりやすくシンプルで魅力的なものにしてほしい。 

 

⑥ 消費者に身近な化学製品に関する危険有害性情報の提供と理解の促進〔施策１４〕 

厚生労働省、環境省の担当者を交えた議論が行われた。その際、主に以下の意見があっ

た。 

○一般の消費者の理解というのが非常に不十分なのではないか。 

○化学物質についての情報は、国民が求めた時にすぐに情報が手に入りやすい状態をつくっ

ておけばいいと思う。ただ、円卓会議の存在や、化学物質について管理するシステム自体

が動いていること自体はもう少し広く知られている状態にした方がよい。 

 

⑦ 自動車のリコールに関する不正行為の再発防止対策の徹底〔施策３〕 

国土交通省の担当者を交えた議論が行われた。その際、主に以下の意見があった。 

○多くの有効な情報があるが、それを消費者に開示することによって、メーカーの安全確保

のインセンティブを高めることが必要だ。 

 

（３）その他 

次回の第１ワーキンググループは６月 30 日（金）14 時からの予定。 

 

以 上 
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（別紙） 

 

各省庁等説明者 

 

（内閣府） 

国民生活局 消費者企画課長  服部 高明 

大臣官房 企画調整課総括係長  清谷 春樹 

 

（金融庁） 

総務企画局 政策課長補佐  野崎 英司 

 

（食品安全委員会） 

リスクコミュニケーション官  西郷 正道 

 

（法務省） 

大臣官房 司法法制部付 

兼 司法制度改革推進支援室  内堀 宏達 

 

（文部科学省） 

生涯学習政策局 男女共同参画学習課女性政策調整官  大内 あずさ 

 

（厚生労働省） 

医薬食料局 審査管理課化学物質安全対策室長補佐  野村 由美子 

医薬食料局 食品安全部企画情報課 課長補佐  吉田 佳督 

 

（農林水産省） 

消費・安全局 消費者情報官 情報官課長補佐  冨澤 宗高 
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（経済産業省） 

消費経済政策課長補佐  両川 真喜子 

資源エネルギー庁省エネルギー対策課 係長  實好 敦士 

製品安全課長補佐  福島 伸一郎 

 

（国土交通省） 

自動車交通局 技術安全部審査課長  増井 潤 

自動車交通局 技術安全部審査課リコール対策室ユーザー情報企画官  石田 勝利 

 

（環境省） 

総合環境政策局 総務課 課長補佐  上田 康治 

 

（国民生活センター） 

  広報交流部長  宮内 良治 

教育研修部長  上原 章 
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